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１ 新たな文化施設の整備等に係る経過
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市庁舎本館跡地とその周辺は、まちづくりの重要拠点として新たな文化施設の整備を計画している。地域活
性化と財政負担軽減を目指し、PPP/PFI手法等の民間活力導入のためのサウンディング型市場調査を実施し
た。

令和6年8月の民間事業者との対話では、17者から提案があり、にぎわい創出や財政負担軽減につながる効
果が期待できる一定の関心が確認された。

しかし、文化施設整備用地以外の活用方法や民間収益施設の設置については、定期借地を用いた商業施設や
ホテル、マンションなどの提案があったものの、基本計画等の前提条件がない自由提案であったため、アイ
デアレベルにとどまった。

そのため、より具体的な内容（土地活用方法や民間収益施設など）について引き続き事業者と対話した。

⑴ 目的

⑵ 対話期間 ：令和７年１月３０日（木）～２月１４日（金）

⑶ 開催方法 ：対面、オンライン、対面・オンライン併用

⑷ 参加事業者 ：10事業者

⑸ 対話項目

ア まちづくり全体を踏まえた利活用・事業性確保のアイデア

イ その他
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２ 追加対話（令和7年1月・2月）の概要



新文化施設

桜町近隣公園

桜町公園

余剰地

国道34号

桜町公園

調査範囲

⑤桜町公園の立体化を含めた有効活用

 子育て・生活関連施設の立地適正はあるが
収益性の面から難しい。

 桜町公園を立体化してホールや駐車場と空
中でつなぐメリットが低い。

 賃貸・分譲住宅やホテル等が考えられるが、
資材費・人件費高騰などから厳しい。

①跡地周辺一帯の利活用等のアイデア

 歴史や文化の施設との繋ぎになる施設

 ホール＋観光ビジターセンター

⑥桜町駐車場の有効活用

 空中公園へのリニューアルは事例あり。耐
用年数や構造面から永続性等が担保可能か
詳細検証が必要。

 駐車場の確保、解体工事の難易度を踏まえ
ると可能な限り駐車場のままが望ましい。

②文化施設の収益性向上

 前提条件、事業手法にもよるが、
文化施設単体では民間事業として
独立採算とすることは厳しい。

③文化施設と民間収益施設の合築

 上下の合築は構造面等からのコスト
増、管理面での将来的な課題あり。

 上下ではなく隣接であれば物理的に
も有利で、地上階に商業施設等の配
置が可能となりハードルが下がる。

④市場性を踏まえた具体的な民間収益施設

 立地上のポテンシャルは高く、文化施設整備の付帯事業として
条件付けられると何らか提案が出しやすくなる。

 老朽化等により更新が必要な自社ビルや国道沿い地上階付近へ
の飲食・カフェ等については立地可能性あり。

 賃貸オフィスは充足、ホテル・住宅は資材費・人件費高騰等か
ら採算性が課題。

⑦その他

 予算化など市の前進する姿勢がないと民間側の検討熟度は上
がらない。

 面的な整備・運営を行うことは社会的意義も高く企業価値に
もプラスとして働くため参入意欲が高まる。

 建築業界等の人手不足や建設需要の過熱により施工業者の確
保に時間がかかるため従来方式等は手が挙げづらい。 4

⑹ 追加対話で得られた主な意見
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建物工事費

その他費用

66～69億円
（基本計画）

84

~

87
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②99～102億円

①26％増

①について
 資材費・人件費上昇に伴う工事費の増

②について
 民間事業者との対話や直近の公共施設整備の

実績等を参考に外構費、設計・施工監理費、
備品購入費等を積算

持続可能な整備・運営
のあり方に見直し

３ 想定概算事業費

※１ 建物工事費：過去15年の類似施設実績から建設単価を算定し、その単価を時点修正・補正を行い算出。
その他費用：設計費、埋蔵文化財調査費、意図伝達業務費、工事監理費、外構工事費、備品購入費について、

民間との対話を踏まえつつ他の公共施設の整備実績を参考に算出。
※２ 想定概算事業費については、当該年度に設計から施工までが完了すると仮定し、現在の建設単価等を基に算定

しているものであり、実際の整備においては事業期間中の資材費・人件費上昇の影響等により事業費の増加が予測される。

※１

※２

再検討を行わずに
事業実施していた場合
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①民間活力の可能性

 新たな文化施設は整備から運営までを一括として想定する
事業者が多い

 立地上のポテンシャルが高い

 余剰地活用として老朽化等により更新が必要な自社ビルや
国道沿い地上階付近への飲食・カフェ等の立地可能性あり

 面的な整備・運営を行うことは社会的意義も高く企業価値
にもプラスとして働くため参入意欲が高まる

 整備・運営ともに資材費・人件費高騰の影響が大きい

 建築業界等の人手不足の進行や建設需要の過熱により、
施工業者の確保に時間がかかるため、公募段階から施工体
制を整えるPPP/PFI手法が有利

 民間の工夫によって後年の公共負担（運営・維持管理）を
軽減できる可能性あり（事業手法・裁量の範囲等による）

②再検討を行わずに従来手法で事業実施した場合
➤事業費の大幅増額

 施設本体66-69億円（Ｒ４）→84-87億円（Ｒ７）
 設計・外構等含む総事業費99-102億円（Ｒ７）

➂今後も資材費・人件費上昇による事業費増が予測される

➄基本計画を前提としつつ
文化施設の延床面積20％
程度削減
※基本計画の機能を担保

⑥PPP/PFI手法の導入

➆従来方式では達成できなかった各施設の相乗効果による
賑わい創出や回遊促進、事業期間全体での公共負担の軽減
を含む事業効果の最大化を目指す

⑧新たな文化施設の整備を進めるため、
早期に導入可能性調査に着手する

４ 今後の方針

余剰地
活用

面的な
整備・運営

6

④持続可能な整備・運営のあり方を検討



新文化施設

桜町近隣公園

桜町公園①新たな文化施設の整備運営

 整備から運営までを一括とす
るPPP/PFI手法を想定

 規模については基本計画を前
提として文化施設の延床面積
20％程度削減

※機能は基本計画を担保
余剰地活用

③桜町駐車場の管理運営

 ストック有効活用の観点から
耐用年数満了まで必要となる
維持管理・運営の継続を想定

④桜町近隣公園の整備運営

 文化施設、余剰地活用と
の連携を前提とした
PPP/PFI手法を想定

 賑わい創出や一体的な回
遊動線を確保するため、
新たな文化施設と一体で
の公募も検討

②余剰地活用

 民間による余剰地活用を主としたPPP/PFI手法を想定

 賑わい創出や一体的な回遊動線の確保に寄与する提案を必須
とすることを想定

ほこみちとの連携

５ 面的な整備・運営のイメージ
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６ PPP/PFI手法実施手続きの流れ ※PFI方式の場合
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＜参考１＞令和７年１、２月サウンディング調査結果の概要

⑴ まちづくり全体を踏まえた利活用・事業性確保のアイデア

ア 市が目指すエリアの将来像（長崎都心まちづくり構想等）を踏まえた跡地周辺一帯の利活用、他の施設・
エリアとの周遊、需要の創出を生み出すアイデア

 長崎市の歴史や文化の施設との繋ぎになる施設、ホール＋観光ビジターセンター（市内の観光の交点と
なる場所）といった多目的な機能。

 図書館やこども・子育て施設は文化施設との親和性は高いが、収益性を確保することは難しく、公共に
よる整備が望ましい。

イ 新たな文化施設の基本計画で求める水準を満たしつつ、コンセッション方式等により事業者負担でさらに
収益性を上げるようなホールの機能・規模の拡充の可能性

 指定管理者制度のみでは活用に制限があるため、官民連携で様々な分野のイベント等をしていくことと
なると、コンセッション方式（公共施設等運営権制度）を活用した整備が望ましいという意見もあった
が、今回の機能・規模では余裕のある収入を得ることは難しく、建築費上昇の局面も相まって民間の収
益を前提としたコンセッション方式の採用は難しいとの意見が多数。

ウ 新たな文化施設のエントランス上部等への民間収益施設の合築の可否

 エントランス上部への計画となった場合、躯体の数量や構造的に負担がかかってくるためコスト増の懸
念がある、所有区分については慎重な検討が必要。

 上下の合築より、隣接する形での整備の方が物理的にも有利で、地上階に商業施設等の配置が可能とな
りハードルが下がる。
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エ 桜町駐車場の有効活用（ＲＯやコンセッション、他機能への転用など）の可能性と必要な調査項目等

 駐車場の躯体を人工地盤として遊歩道とし、アメリカのハイライン（廃止した鉄道高架を活用した空
中公園）のようなイメージで活用するといったアイデアも考えられる。

 桜町駐車場の躯体を活かした公園化も考えられるが、耐用年数や構造面から公園機能の永続性・連続
性が担保されるか、長期的な活用を見据えて検討を進めるべき。

 駐車場確保の観点や、下に電車が通っている等の理由から解体工事も困難と想定されるため、可能で
あれば駐車場存続が望ましい。

オ 立体都市公園制度等を活用した桜町公園敷地の活用の可能性

 子育て支援や生活に関する施設や商業施設等を設けることが考えられるが、収益性の高いものは難し
い。

 地形や傾斜だけでいうと建築難易度が高く、桜町公園を立体化してホールや駐車場と空中でつなぐメ
リットが低い。

 独立採算で活用する場合は賃貸マンションや定期借地権付きの分譲マンション等のほかホテルが考え
られるが、文化施設を中心とするエリアのコンセプトにそぐわない。

10



カ 市場性を踏まえた具体的な民間収益施設のアイデア

 立地や規模感的にはホテルや住宅等のアイデアもあるが、昨今の物価高騰状況等を踏まえると、建設
費の増加分を回収することは難しい。

 立地上のポテンシャルは高く、文化施設整備の付帯事業として条件付けられると何らか提案が出しや
すくなる。

 国道34号沿いで視認性のよい地上階等であれば、飲食店やカフェなどが考えられる。

 賃貸オフィスは充足しているものの、自社ビルの更新が必要不可欠なケースも一定数はあるため、文
化施設と親和性のある業種の誘致などが考えられる。

キ 必要と考えられる回遊促進策のアイデア

 桜町公園の中に施設を設け、その中に大階段、エレベーターを整備することで回遊による人の流れの創
出を図る。

ク 新たな文化施設を単独で整備する場合と同程度の市の負担での面的整備の可能性（定期借地料や運営権対
価で得られる市の収入で面的整備に必要な費用を捻出できるか等）

 余剰地における定期借地事業において市が借地料収入を得て、それを事業費に充てることはありうる。
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⑵ その他

ア 提案のために市から提示すべき条件、情報

 市内のホールの稼働実績等や県庁跡地についての検討状況。

 桜町駐車場の解体・再開発の方向性の提示。

 実施方針公表前からの複数回の個別対話設定、借地料、長期の契約期間設定など、事業化した際の柔
軟な調整等。

イ 参画におけるハードル等

 予算化など市の前進する姿勢がないと民間側の検討熟度は上がらない。

 面的な整備・運営を行うことは社会的意義も高く企業価値にもプラスとして働くため参入意欲が高ま
る。

 建設費の物価高騰対策としての予算措置の確約と長期的な物価スライドのガイドラインが必要。

 建設の物価は全国的に高騰を続けており、人手不足が好転することは考えづらい。

 九州地方での半導体工場等の大型投資が見込まれ、人手不足によりゼネコンとサブコン（電気工事、配
管工事、内装工事などを担う専門業者）の立場が逆転しており、サブコンの確保が難しく2027～2028
年程度まで事業者の状況はひっ迫している。

 建築業界等の人手不足や建設需要の過熱により施工業者の確保に時間がかかるため従来方式等は手が挙
げづらい。
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１ 長崎市市庁舎本館跡地等の活用に関するサウンディング型市場調査

（１）サウンディング型市場調査の実施内容

ア 調査の経過

令和６年６月１３日 実施要領の公表
令和６年６月２１日 事前説明会の開催〔２８事業者〕
令和６年８月２～９日 対話の実施〔１７事業者〕

イ 調査の目的

市庁舎本館跡地及びその周辺における地域活性化やこれら用地の活用に向けた整
備事業に係る長崎市の財政負担の軽減につなげるため、PPP/PFI等の民間活力の導入
について、直接の対話により、市場性の有無や実現可能性、また、民間事業者の参
入意欲や参入しやすい条件等を把握すること

ウ 主な対話項目

（ア）事業のアイデアに関する事項
・想定する建物配置や施設構成等に関する提案
・民間収益施設の場合、その用途や内容等に関する提案
・事業スキームなど事業実施方式に関する提案
・事業スケジュールに関する提案

（イ）その他の項目
・示された条件による事業化が困難な場合のその他の提案
・その他、事業実施にあたって市に期待する支援や配慮してほしい事項
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エ 調査の対象用地・施設

（ア）市庁舎本館跡地
（イ）長崎市桜町駐車場
（ウ）桜町公園
（エ）桜町近隣公園（市庁舎別館跡地）

オ 対象用地内で整備する施設

（ア）新たな文化施設

・市庁舎本館跡地への新たな文化施設の整備は必須
・新たな文化施設に必要な機能等は基本構想、基本計画を前提とする
・基本計画の規模を前提とした場合、整備に必要な敷地は5,000㎡程度を想定

（イ）民間収益施設

・民間収益施設については、原則として自由提案とする
・「提案にあたって考慮すべき事項」を十分に考慮したうえでの実現可能性のある
具体的な提案とする
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カ 提案にあたって考慮すべき事項

・市庁舎本館跡地に係る提案は必須とし、市庁舎本館跡地における新たな文化施設の
整備に伴う余剰地、桜町駐車場、桜町公園、桜町近隣公園を活用した提案も可能

・これまでの経緯やサウンディング調査の目的を十分考慮すること

・長崎都心まちづくり構想との整合性を図ることとし、同構想において市庁舎本館跡
地等を含む岬のエリアは、各エリアの中心として、人を呼び込み、送り出すことで、
人の流れを活性化させる役割を担っているため、魅力的な回遊動線の整備につなげ
ること

・国道３４号長崎県長崎市桜町～万才町の区間においては、歩行者利便増進道路（通
称：ほこみち）の指定がなされていること

・各施設の整備に必要な用地に関して、土地の借地（定期借地）などの方法も考慮す
ること
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（２）サウンディング型市場調査結果の概要

ア 提案用地、想定する建物配置や施設構成等に関する提案

（ア）４つ全ての用地

・本館跡地に文化施設（文化施設の利便施設を含む）、本館跡地の余剰地または桜町
近隣公園、桜町公園のいずれかに民間収益施設を整備し、桜町駐車場は文化施設の
利用者用駐車場として利活用。

（イ）本館跡地、桜町公園及び桜町駐車場の３つの用地

・本館跡地に文化施設を整備。桜町駐車場を解体し２階部分に桜町公園を移設のうえ
面積を拡大して整備し、その下の空間に商業施設を整備。全ての用地をペデストリ
アンデッキでつなぐ。

（ウ）本館跡地及び桜町近隣公園の２つの用地

・本館跡地に文化施設及び民間収益施設、桜町近隣公園にPark-PFI方式を活用し民間
収益施設を整備、両方の用地をペデストリアンデッキでつなぐ。

（エ）本館跡地のみ

・本館跡地に文化施設とその他の公共施設（子育て支援施設、図書館）を複合施設と
して整備。
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イ 民間収益施設を整備する場合、その用途や内容等に関する提案

（ア）本館跡地に整備する文化施設と合築または併築
・文化施設の利便施設（カフェ等）
・物販店
・マンション、ホテル
・民間の事務所

（イ）桜町駐車場

・長寿命化し駐車場利用
・桜町公園と一体整備とし、飲食店、コンビニ等

（ウ）桜町公園

・商業施設
・居住施設
・飲食店（カフェ、レストラン）
・桜町駐車場と一体整備とし、飲食店、コンビニ等

（エ）桜町近隣公園
・飲食店（カフェ、レストラン）
・コンビニ
・小規模フィットネス

※公表内容は事前に提案事業者に確認を行ったものであり、結果については非公表と
している部分があります。
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ウ 事業スキームなど事業実施方式に関する提案

（ア）整備手法
・本館跡地
文化施設を従来方式、PFI（BTO）方式、PFI（BT＋コンセッション）方式等で整備運営
利用者利便施設を定期建物賃貸借（テナント）で整備運営
民間収益施設を定期借地により整備運営

・桜町近隣公園、桜町公園
Park-PFI方式で公園内に民間収益施設を整備運営
定期借地、または土地売却により民間収益施設を整備運営

・桜町駐車場
PFI（RO）方式で改修運営

エ 事業スケジュールに関する提案

（ア）着工時期等
・新たな文化施設の設計には最低1年半、施工は最低２年が必要。
・2027年度（令和９年度）以降に着工。
・建設ラッシュによる人材不足で早期着工が難しいが、今後も物価高騰リスクがある。

（イ）事業期間（運営期間）
・PFI事業（文化施設）：10～15年間、15年間、15～20年間、15～30年間
・定期借地：50～70年間
・RO方式（桜町駐車場）：15年間
・Park-PFI（桜町公園、桜町近隣公園）：10～15年間、20年間
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（３）調査結果の分析概要

ア これまでの検討状況を前提とした新たな文化施設の整備運営に係る考え方

・一定の実績を有する複数の事業者から、本事業への参入意欲が確認でき、従来方式
及びPFI（BTO）方式を想定する事業者が多いが、PFI（BT+コンセッション）方式を
提案する事業者も存在する。

・事業費については、建設物価のさらなる高騰など、今後の動向に係る懸念や問題意
識が各事業者に存在する（事業手法によって建設費に係る事業リスクが異なる）。

・事業手法によって事業期間に対する考え方が異なるが、PFI方式の場合、国が示す
標準的な期間の範囲（10年から30年の間）での提案となっており、大規模修繕に対
する負担が民間に生じない範囲で、最大15年間とする複数の意見があった。

・PFI方式については、今後、事業条件等を明確にして、VFMの算定等を行うことに
よって導入可能性を追求することが必要。また、ランニングコストも踏まえた中長
期的な視点での検討を行うことも必要。

・建設着工時期として令和９年度以降とする提案については、複数の事業者からの意
見であった。現在の建設ラッシュによる人材不足のため、早期の着工が難しいとの
意見を鑑みて、建設着工時期の設定を行うことが必要。
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イ 新たな賑わい創出等を目的とした施設の整備に係る考え方

・新たな文化施設に加え、定期借地等の手法を用いて一定規模以上の民間収益施設を
整備する提案については、賑わい創出や借地料等の収入にはつながるものの、市内
の商業施設、ホテル、マンション等の民間施設の整備状況から、市場性や実現可能
性を判断するための調査が必要。さらに民間事業者の詳細な検討を促し、具体的な
提案につながるよう掘り下げた調査が必要。

・定期借地（50年から70年間）または土地売却により事業者が新たな賑わい創出を目
的とした民間収益施設を整備する手法については、事業期間にわたる借地料収入や
売却料が見込めれば、市の財政への貢献が期待できるが、民間収益施設の詳細な施
設内容や業態まで踏込んだ提案となっておらず、さらに掘り下げた調査が必要。

・桜町公園と桜町駐車場を一体整備し、飲食店等を整備する提案については、文化施
設との相乗的な賑わい創出や利便性の向上等の効果は期待できるが、公園の再整備
や駐車場の解体費用が必要となり、市のイニシャルコスト（整備費）の増となるた
め、利用料金でその費用が回収できるか等の調査が必要。
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（４）今後の検討内容等

ア 分析のまとめ

・新たな文化施設の整備に関しては、これまでの経緯や基本構想、基本計画を踏まえた
調査であったため、事業手法や事業期間などの具体的な提案があり、事業者の参入意
欲も確認できた。

・新たな文化施設の整備用地以外の用地の活用方法や新たな賑わいを創出する民間収益
施設の提案については、定期借地等による商業施設、ホテル、マンション等の整備に
ついて提案があり事業者の一定の関心が確認できたが、原則として自由提案とし、基
本計画などの前提条件がない中での募集であったためアイデアレベルの提案にとど
まったことから、具体的な施設内容や業態などの詳細については、さらに掘り下げて
いく必要が確認された。

イ 今後の検討内容

市庁舎本館跡地とその周辺について、この場所のポテンシャルを最大限に引き出し、

地域活性化や賑わいの創出につなげるためには、新たな文化施設を中核とした検討にと
どまらず、まちづくりの拠点として対象用地等全体での面的な整備を検討していく必要
がある。そのためには、文化施設の整備用地以外の用地の活用方法や新たな賑わいを創
出する民間収益施設等については、より具体的な提案につながるよう、引き続き提案事
業者との対話を行い、対象用地等の活用に向けた取組みを進めていく必要がある。
なお、今後はこの取組みを進めるとともに地域活性化や財政負担軽減を図るため、整

備後のランニングコストも含めたライフサイクルコストの観点からも、効率的・効果的
な整備運営となるようPPP/PFI等の導入可能性の可否を総合的に判断するための調査の
実施についても検討を行っていく。
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【用語解説】

PFI（BTO） 選定事業者が対象施設を設計・建設し、完工直後に公共部門に施設所有権を移転後、公共部門の所
有となった施設の維持管理及び運営を行う事業方式。

BT 民間事業者が施設の設計及び建設を担う事業方式。

コンセッション 利用料金の徴収を行う公共施設について、施設の所有権を公共主体が有したまま施設の運営権を民
間事業者に設定する方式。

Park-PFI 設置管理許可方式に、新たに特例措置を加え、事業収益の一部を公園の環境整備・再生整備に還元
させる方式。

PFI（RO） 既存の施設を改修・補修し、管理・運営を行う方式。

VFM 従来方式と比べPFI方式が総事業費をどれだけ削減できるかを示す割合。

参考資料
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